
 

〇ふくおか県央環境広域施設組合議会参考人等の費用弁償に関する条例 

 

(趣旨) 

第1条 この条例は、地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)

第207条の規定により、議会の求めにより会議等へ出頭、参加又は出席した者

(以下「参考人等」という。)に対する費用弁償について、必要な事項を定め

るものとする。 

(参考人等の範囲) 

第2条 参考人等とは、次に掲げる者とする。 

（1）法第100条第1項の規定により出頭した選挙人その他の関係人 

（2）法第115条の2第2項（同法第109条第5項において準用する場合を含む。）

の規定により出頭した参考人 

（3）法第115条の2第1項（同法第109条第5項において準用する場合を含む。）

の規定による公聴会へ参加した者 

(費用弁償) 

第3条 参考人等が調査その他に出頭し、又は公聴会に参加したときは、別表に

よる費用を弁償する。 

2 前項の規定にかかわらず、前条第2号に規定する者のうち、自ら提出した請

願に関する意見の陳述等を行うために出頭したものに対しては、日当のみを

支給し、その額は、1,000円とする。 

(支給方法) 

第4条 費用弁償は、出頭、参加又は出席した際に支給する。 

(適用除外) 

第5条 組合職員(組合から給与又は報酬を支給されている者をいう。)及び組合

議員が参考人等となる場合は、この条例による費用弁償の支給は行わない。 

2 組合と契約関係にある者若しくはその被雇用者等が参考人等となる場合は、

この条例による費用弁償の支給を行わないことができる。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表 

交通費 日当（1日につき） 

旅費条例の規定より算出した額 議長が別に定める額 

 


